
西宮市障害者歯科診療事業等運営費補助要綱 
 
 （目的） 
第１条 この要綱は、一般社団法人西宮市歯科医師会が、地域救急医療の一環として、障

害者に対し歯科医療を提供するために実施する障害者歯科診療事業（以下「障害者歯科診

療事業」という。）の管理運営に係る補助金の交付に関し、必要な事項を定める。 
 
 （補助対象者） 
第２条 この要綱の規定により補助金交付対象となる者は、西宮歯科総合福祉センターに

おいて障害者歯科診療事業を実施する一般社団法人西宮市歯科医師会とする。 
 
 （補助対象） 
第３条 この要綱の規定により補助金の交付対象となる事業は、障害者歯科診療事業とす

る。 
 
 （交付申請） 
第４条 補助対象者が補助金の申請を行う場合は、補助を受けようとする年度の６月末ま

でに次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 
 (1)補助金交付申請書 
 (2)事業計画書 
 (3)収入予算書 
 (4)補助金所要額調書 
 (5)その他市長が必要と認める書類 
 
 （交付決定） 
第５条 市長は、前条の規定による申請書類を受理したときは、申請書類の審査及び必要

に応じて行う調査などにより、補助金交付の適否、補助金の交付額を決定するものとする。 
２ 補助金の交付額は、申請書類等により算出した別表に掲げる対象経費の合計額が障害

者歯科診療事業に係る診療報酬その他の収入見込額を超過する場合には、出務費の合計額

から診療報酬その他の収入の合計額を差し引いた額の半分を補助対象者の負担額とし、予

算の範囲内において、当該超過額から補助対象者の負担額を差し引いた額を限度として市

長が定める。 
３ 市長は、補助金の交付決定を行ったときは、補助金の交付額など必要な事項を記載し

た補助金交付決定通知書により、申請者にその決定を通知するものとする。 
 
 
 



 （補助金の請求） 
第６条 前条第３項の交付決定通知書を受けた者が、補助金交付の請求をしようとすると

きは、次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 
 (1)補助金交付請求書 
 (2)補助金交付決定通知書の写し 
 
 （実績報告） 
第７条 補助金の交付を受けた者は、補助金を受けた年度の終了後６０日以内に次の各号

に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 
 (1)補助事業実績報告書 
 (2)事業実績報告 
 (3)収支決算書 
 (4)補助金精算書 
 (5)その他市長が必要と認める書類 
 
 （補助金の交付を受けた者の義務） 
第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金を補助の目的に反して使用してはならない。 
２ 補助金の交付を受けた者は、この補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿及び書類

を整備し、補助金の交付を受けた年度終了後５年間これを保管しなければならない。 
 
 （補助金の精算） 
第９条 市長は、実績報告の審査の結果、事業の実績が第５条第１項の規定により決定し

た補助金の交付額に満たないと認める場合には、補助金の交付を受けた者に対し補助金の

精算を命じなければならない。ただし、市長が特に認める場合は、この限りでない。 
 
 （質問、検査） 
第１０条 市長は、この要綱の適正な実施を確保する必要があるときは、補助金の交付を

受けた者に対して質問し、又は第８条第２項により保管する帳簿や書類を検査することが

できる。 
 
 （補助金の返還） 
第１１条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、補

助金の全部又は一部を返還させるものとする。 
 (1)補助金をこの補助事業以外の用途に使用したとき。 
 (2)補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 
 (3)虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 
 (4)その他この要綱の規定に違反したとき。 



 （その他） 
第１２条 この要綱に定めのない事項については、補助金等の取扱いに関する規則（昭和

５７年西宮市規則第８１号）の規定に従う。 
 
 
   付 則 
 １ この要綱は、平成１１年４月１日より施行する。 
 ２ この要綱は、西宮市補助金制度に関する指針に基づき、３年以内ごとに見直しを行う

ものとする。 
   付 則 
 この要綱は、平成２５年４月１日より施行する。 
 この要綱は、平成２６年４月３０日より施行する。 
 この要綱は、平成３０年４月１日より施行する。 
 この要綱は、令和１年１０月１日より施行する。 



別表（第５条関係） 
 

対 象 経 費 積 算 根 拠 

 
出務費 
 歯科医師手当、歯科衛生士手当、管理運営費 

 
協議に基づく額 

 
需用費 
 電気料金、ガス料金、水道料金、消耗品・印刷費 
 医薬材料費、医療機器保守修繕費 
 
役務費 
 電話料金、洗濯代、血液検査料 
 
その他 
 警備清掃委託費、火災保険料、防火設備点検委託料 

 
前年度の実績に応じた 
       日数割り相当額 

 
 出務者手配事務、診療報酬請求事務 
 医療用備品費(ﾁｪｱｰﾕﾆｯﾄ等) 

 
協議に基づく額 

 


